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海外情報

豪州におけるアニマルウェルフェアの
現状と今後の見通し

調査情報部

１　はじめに

豪州では近年、若年層を中心に、カーボン

ニュートラルやプラスチック削減などの環境

問題のほか、アニマルウェルフェア（AW）

への配慮など、持続可能性に関する関心が高

まっている。他方で牛肉や乳製品など、主に

輸出型の産業構造である同国畜産業の経済貢

献を最大化させるため、自由貿易協定を見据

えた環境対策、AWの規制やガイドラインの

整備を進める動きがある。特にAWに関して

は、畜産の各業界でもこれらの規制やガイド

ラインに即して生産者や消費者への理解醸成

活動、認証制度の運用などが行われている。

本稿では、主に家畜が農場から加工施設に

入る前までにおいて、政府などによるAWに

関する規制やガイドラインの整備・施行状況

のほか、畜産業界や小売業界でのAWの取り

組みの詳細について報告する。

なお、本稿中特に断りのない限り、豪州の

年度は７月～翌６月、為替レートは１豪ド

ル＝100.73円（注１）を使用した。

（注１）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「月末・
月中平均の為替相場」の2024年９月末TTS相場。

　豪州政府では、アニマルウェルフェア（AW）の基準およびガイドラインの策定が畜種別
に順次進められている。このような動きの中、各畜産業界がAWに関する戦略に基づき、サ
プライチェーンにおける生産者団体、加工・流通業界、小売業界それぞれがさまざまな取り
組みを行っている。また消費者の間でも、動物福祉団体やAW研究者などの助言を得ながら、
AWを法律で規定すべきといった声が多数派を占めている。他方で、豚の妊娠ストールや採
卵鶏のバタリーケージの廃止など、政府が今後どのように進めて農家が受け入れられるAW
を達成するのか、課題も残っている。

【要約】

（１）豪州の政府構造とそれぞれの役割

豪州政府は、連邦憲法に根拠規程を置く連

邦政府と州憲法に基づく六つの州政府、自治

権を持つ二つの特別地域（北部準州・首都特

別地域）政府、州・準州の下部組織である地

方自治体からなる（図１）。

２　政府などによるAWに関する規制およびガイドライン
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AWに関する主要な権限は州・準州政府が

有しており、連邦政府は州・準州の法律によ

るAW関連規制の一貫性を確保する責務や、

動物および動物由来製品の輸出入に関する法

律を制定する権限などを持つ（図２）。
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図１　豪州の行政区分

資料：筆者作成
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の推進・維持

図２　豪州政府におけるAW関連施策の役割分担

資料：豪州農林水産省（DAFF）の公表情報などを基に筆者作成
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（２）連邦政府による規制・ガイドライン

ア　輸出管理法2020

「輸出管理法2020」は、輸出許可証の取

得や輸出時の賦課金の徴収、独立監査機関に

よる輸出業者の監視などを義務付けた法律で

ある。AWについては、輸出業者が家畜を輸

出する際に順守すべき最低限の要件として、

同法および関連規則に基づく豪州家畜輸出基

準（ASEL）、輸出業者サプライチェーン保

証システム（ESCAS）の二つのシステム（注２）

によって管理されている（図３）。

（注２）『畜産の情報』2022年11月号「豪州およびニュージー
ランドにおける生体牛輸出の現状（https://www.alic.go.jp/
joho-c/joho05_002464.html）をご参照ください。

イ　�豪州AW基準・ガイドライン（AAWSG: 

A u s t r a l i a n  A n i m a l  W e l f a r e 

Standards and Guidelines）

AAWSGは、従前から豪州のAW基準に位

置づけられていた「AWのためのモデル行動

規範（MCOP: Model Code of Practice 

for the Welfare of Animals）」（注３）に置き

換わるものとして、開発・導入が進められて

いるものである。AAWSGは各州・準州の

法令を改正し、要件化することを前提とした

「基準」と、任意の推奨事項である「ガイド

ライン」に分かれており、これまでに家畜の

陸上輸送、牛、羊、家畜市場・出荷場、展示

動物、家きん向けが開発されている（表１）。

（注３）1980年代から2000年代にかけて、第一産業大臣審議会
制度の基で運営されていた動物福祉委員会（Animal Welfare 
Committee）が作成したAWについて推奨される最低限の基準
と実践を定めたもの。

輸出管理法２０２０

輸出管理(動物)規則2021

輸出管理(手数料および支払い)

規則2021

豪州家畜輸出基準（ASEL）

輸出業者サプライチェーン

保証システム（ESCAS）

・輸出家畜の要件
全国家畜識別システム（NLIS）への登録 など

・陸上輸送時の要件

主な基準

最大水分欠乏時間と最小休息時間の順守 など

・登録施設での係留時の要件
適切な訓練を受けたスタッフの雇用 など

・海上輸送における計画・船舶の要件
家畜運送証明書の取得・携帯 など

・海上輸送時の船上管理の要件
一頭当たりの最小飼養面積の確保 など

保証の内容

サプライチェーン関係者間の商業的な取り決

めを行う保証システム

・AWの推進

（国際獣疫事務局（WOAH）の基準に沿った家畜の取り扱い）

・サプライチェーンを通じた制御

（農場からと畜施設までの適切な飼養管理の証明）

・市場内トレーサビリティ

（すべての家畜をサプライチェーンに沿って追跡可能）

・独立監査

（DAFFが認定する独立機関からの監査要件の達成）

承認の取り決め

政府証明書の発行

検疫施設の登録

独立機関による監査 など

図３　家畜輸出規制の枠組み

資料：DAFF「Compliance statement for the export of livestock」、「ASEL3.3」、ALEC（豪州家畜輸出業者協会）の公表資料を基に筆者作成

https://www.alic.go.jp/joho-c/joho05_002464.html
https://www.alic.go.jp/joho-c/joho05_002464.html
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（３）州・準州政府による規制

各州・準州はAWに関する立法責任を持ち、

例外なくAWまたは動物虐待の防止に関する

法律が整備されている（表２）。いずれの法

律も動物への残虐的な行為を禁止しており、

その下位法（注４）に位置する関連規則や規範で

は、各州・準州の特徴（家畜生産の規模など）

に合わせた独自の規制も多く見られる（図４）。

（注４）法解釈における概念。豪州では、法令の下に位置付けら
れる規則や規範を指し、法令と同様に法の効力を有する。制定す
る権限を国会から行政機関に委任されていることから、「委任立
法」と呼ばれることが多い。

カテゴリ モデル行動規範
（MCOP）

基準・ガイドライン
（AAWSG）

AAWSGの各州・準州の法令等への反映状況（注4）

OLD NSW VIC WA SA TAS NT ACT
家畜の陸上輸送 1983 ～ 2006年策定（注２） 2012年策定 すべて反映 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
牛 2004年策定 2016年策定 一部反映 〇 〇 ー 〇 〇 〇 ー ー
羊 2006年策定 2016年策定 一部反映 〇 〇 ー 〇 〇 〇 ー ー
家畜市場・出荷場 1991年策定 2018年策定 一部反映 〇 ー ー 〇 ー ー ー ー
展示動物（注１） ー 2019年策定 未反映 ー ー ー ー ー ー ー ー

家きん 2002 ～ 2006年策定（注２） 2023年策定 未反映 ー ー ー ー ー ー ー ー

馬 ー 開発中（2024年度内）（注3） ー
加工処理施設 2001年策定 開発中（2024年度内） ー
山羊 1991年策定 未定 ー
鹿 1991年策定 未定 ー
ウサギ 1991年策定 未定 ー
野生動物 1992年策定 未定 ー
バッファロー 1995年策定 未定 ー
ラクダ 2005年策定 未定 ー
豚 2008年策定 未定 ー

表１　豪州AW基準・ガイドライン（AAWSG）の開発・普及状況

資料：DAFFの公表資料を基に筆者作成
注１：動物園などの公共施設で展示目的で飼養される動物。コアラやウォンバットなど、主だった動物ごとにAAWSGが策定されている。
注２：畜種ごとに複数回作成されている。
注３：開発済みの「家畜の陸上輸送_AAWSG」に基づき、馬の輸送に関するAAWSGを開発している。
注４：州・準州の略称は、図１参照。

州・準州 制定年 AW関連法令 関連規則
QLD州 2001年 動物保護法 動物保護規則2012

NSW州
1979年 動物虐待防止法 動物虐待防止規則2012
1985年 動物研究法 動物研究規則2010
1986年 展示動物保護法 展示動物保護規則2012

VIC州
1986年 動物虐待防止法 動物虐待防止（家きん）規則2016

動物虐待防止規則2019
2010年 家畜管理法 家畜管理規則2021

SA州 1985年 動物福祉法 動物福祉規則2012

WA州 2002年 動物福祉法

動物福祉（一般）規則2003
動物福祉（科学研究）規則2003
動物福祉（商業用家きん）規則2008
動物福祉（養豚業）規則2010
動物福祉（家畜市場・出荷場、牛、羊）規則2020

TAS州 1993年 動物福祉法

動物福祉（一般）規則2013
動物福祉（豚）規則2013
動物福祉（家きん）規則2013
動物福祉（家畜の陸上輸送）規則2013
動物福祉（犬）規則2016

NT 1999年 動物福祉法 動物福祉規則2020
ACT 1992年 動物福祉法 動物福祉規則2021

表２　各州・準州におけるAW関連の法規制（法令・規則）

資料：DAFFおよび各州・準州のウェブサイトを基に筆者作成
　注：州・準州の略称は、図１参照。
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（４）AW戦略の改定とそれに至る経緯

州・準州が主導する形でのAW問題への対

応は、一貫性を欠き国民に混乱を与えるとし

て、これまでさまざまな議論が行われてきた。

1980年代には、AWの基準設定には全国統一

的な対応が必要という機運が高まり、連邦政

府主導でMCOPの開発が進められたが、科学

的根拠の不足など、その基準策定のあり方を

問題視された経緯もあり、各州・準州の法令

などへの適用は限定的な範囲にとどまった。

その後、特にAW分野で全国的に統一した基

準設定を行うため、2004年に豪州AW戦略

（AAWS：Australian Animal Welfare 

Strategy）が策定された。本戦略に基づき、

豪州動物衛生局（Animal Health Australia）

が主となり、MCOPをAAWSGに転換する

取り組みが進められたが、AW関連の研究資

金投入が少なく、必要なデータ収集の困難性

などの理由により、進
しんちょく

捗は非常に遅かった。

その結果、14年に政府公約の一環として

AAWSが失効されるまでに策定された

AAWSGは、家畜の陸上輸送のみが対象と

なった。現在では、AWを所管する各州・準州

の政府部門およびDAFFの代表者、ニュー

ジーランド第一次産業省の代表（オブザー

バー）から構成されるAWタスクグループが

新たにAAWSGの開発を主導している。

23年５月、連邦政府は23/24年度予算案

の中で、AAWSを改定することを目的とし

て、４年間（23～27年）で500万豪ドル（５億

365万円）を措置すると発表した。24年３

月から改定に向けた協議が始まっており、連

邦政府から示された草案（注５）では、目指すべ

き方向性として三つの目標を提示している。

１）�主要な利害関係者が互いに納得できる

国家的枠組みの確立

２）�国際・地域社会からの期待に応える豪

州におけるAWの方向性の提示

３）�科学的根拠に基づいた近代的で持続可

能なAWの実践

この新たな戦略は今後３年間の協議期間を

経て、27年に最終版が公表される予定となっ

ている。また、連邦政府は、新たな戦略の策

定を主導し、国内外に対して豪州がAW対応

を重視していることを示すため、24年度中に

「AWに関する国家声明（National Statement 

of Animal Welfare）」を発表する予定として

おり、新たな戦略の方向性と合わせてその動

向が注目されている。

（注５）議論を円滑に進めるための参考資料。参考となる情報や
論点を提示し、関係者から意見を求める際に利用される。

（５）注目すべき最近の動向

これまで豪州では、欧米に比べて家きん用

バタリーケージに対する規制の議論が進んで

おらず、小売大手がケージ卵の販売を停止す

るなど、民間側の取り組みが主となっていた。

法令

例：動物福祉法

規則

例：動物福祉規則

（強制力を伴う）規範

例：豪州AWガイドライン_牛

（任意の）規範

例：豪州AW基準_家畜の陸上輸送  　　

　　　  動物福祉のためのモデル規範_家きん

図４　AWに関する州・準州の法律の階層

資料：DAFFおよび各州・準州のウェブサイトを基に筆者作成
　注：�一例を示したものであり、すべての州・準州の法体系を包

括的に表しているわけではない。
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このような中、連邦政府が2023年に策定し

た家きんのAAWSGにおいて、ケージ飼養シ

ステムで鶏１羽当たりの最低飼養面積（注６）が

定められた。これは、従来規格のバタリーケー

ジでは達成が困難な要件であり、実質的には

バタリーケージの使用を禁止する規制とされ

ている。このため、飼養システムの移行には

最大36年までの猶予期間が設けられており、

業界は本規制への対応を迫られている状況に

ある。採卵鶏の業界団体である豪州鶏卵協会

（Australian Eggs）は、卵の供給に影響が

出る可能性があるとした上で、猶予期間の延

長とシステム移行に要する支援パッケージの

構築を連邦政府に求めているが、現在（24

年９月時点）までに特段の対応はみられない。

一方で、動物福祉団体からは猶予期間を短縮

すべきという声も出ており、実行には課題を

残す状況となっている。

（注６）１羽を一つのケージで飼養する場合は1000平方センチ
メートル以上、２羽以上をケージで飼養する場合は１羽当たり
750平方センチメートル以上の飼養面積が必要とされている。

豪州の一部の動物福祉団体と畜産業界団体

は、政府による規制とガイドラインの構築に

貢献しつつ、相互にノウハウや関連情報を共

有しながらAWの最善策を模索し、各業界の

AWの取り組みに反映している。ここでは、

各業界における最近のAWに関する特徴的な

動向について紹介する。

（１）動物福祉業界

各州・準州にそれぞれ独立した組織を持つ

非営利団体である王立動物虐待防止協会

（RSPCA：Roya l Soc ie ty fo r the 

Prevention of Cruelty to Animals）が、

家畜などの産業動物のほか、犬猫などのコン

パニオンアニマル、競走馬などのAWの改善

に関する各種活動を展開している。

キャンベラにある同組織への取材では、政

府との関係性や各畜産業界における具体的な

働きかけなどについて、以下を確認した。

ア　連邦政府との関係性

前述したAAWS改定の動きを歓迎すると

しつつも、割り当てられた予算は不十分であ

り、４年間で800万豪ドル（８億584万円）

まで増額するよう連邦政府に要望している。

AAWGSの各州・準州での法制化に向けた

AWの専門家の派遣、また、豪州が他国との

自由貿易協定締結に向けた交渉が行われる

際、協定文書にAWの章が盛り込まれるよう、

科学的根拠に基づいた協力と提唱を行ってい

る。

イ　畜産業界への働きかけ

養豚・豚肉業界では、豚舎で分娩ストール

が使用されているが、同業界に分娩ストール

を段階的に廃止させようという機運が盛り上

がらないことが課題であり、今後、連邦政府

と同業界に働きかけていくとしている。

採卵鶏業界では、既述のように、2036年ま

でに段階的にバタリーケージ飼育が廃止され

ることとなっているが、その後はケージ内で

鶏が動き回ることが可能となり、巣箱などが

設置されたエイビアリーケージなども、段階

的に廃止しようとする動きが出てくることも想

定される。このため、長期的な視点に立った

３　動物福祉団体と畜産業界団体の動向
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投資として、現在のケージシステム（図５）

を屋内平飼い（バーン）システムやフリーレ

ンジシステムに円滑に移行できるよう、連邦

政府による減税や無利子融資などの支援策が

措置されることを支持している。要すれば

RSPCAも財政的支援に協力する用意がある。

また、同団体は、後述のコラムで紹介する

AW農場認証制度を運営している。

（２）肉用牛業界

豪州食肉家畜生産者事業団（MLA）への

取材によると、肉用牛・牛肉業界では、

2004年から開始された農場認証プログラム

である家畜生産保証制度（LPA）により、

農場と食肉加工施設までの輸送における家畜

の取り扱いがAAWSGに合致しているかを確

認している。本プログラムにより、農家と運

送業者にAAWSGに関する定期的な研修を受

講させ、AWの対応水準を維持している。毎

年監査が行われ、不適合な事例にはLPAに

よる是正勧告が行われるが、悪質な場合には

連邦政府に通知された後、罰金を課される

ケースもある。特に同業界では、牛を農場

から食肉加工施設まで、場合によっては

2500キロメートルもの長距離輸送を行う場

合もあるが、MLAでは、豪州家畜農村輸送

協 会（Australian Livestock & Rural 

Transporters Association）が運営する輸

送に関するAWプログラムであるトラック

セーフ認証制度などを基に、推奨される牛の

水分補給の間隔や積載密度などに関する情報

を定めている（図６、表３）。一方で、州・

準州間を超えて牛を輸送することもあるた

め、州・準州政府による異なる基準を適用す

る難しさも存在する。

フフリリーーレレンンジジ卵卵

5566..55%%

ケージ卵

26.3%

平飼い卵

15.2%

有機などの特別卵

2.0%

図５　小売店で販売される鶏卵の種類別割合
（2022/23年度）

資料：豪州鶏卵協会
　注：�フリーレンジ卵とは、屋外にアクセス可能な平飼いシス

テムであるフリーレンジシステムで生産された卵を指す。

48

4

24

24

24

36

24

12

12

12

0 10 20 30 40 50

生後6カ月以上のその他の牛

妊娠37週を超えている牛

生後30日～6カ月の子牛

妊娠6カ月以上の牛

子牛に授乳を行っている牛

最短休息時間

最長断水時間

（時間）

図６　牛の輸送で推奨される休息と断水の基準

資料：MLA「Transport Hub」

生体重
（kg）

立った状態での 
最低床面積（㎡/頭）

1デッキ（注）における 
最大積載頭数（頭）

100 0.31 94
150 0.42 70
200 0.53 55
250 0.77 38
300 0.86 34
350 0.98 30
400 1.05 28
450 1.13 26
500 1.23 24
550 1.34 22
600 1.47 20
650 1.63 18
700 1.79 17
750 1.95 16
800 2.11 15
850 2.27 14
900 2.43 13
950 2.59 12

1,000 2.75 11

表３　牛の輸送トラックにおける積載可能頭数

資料：MLA「Transport Hub」
　注：�１デッキは牛の輸送トラックの１区画で、12.5m×2.4m

の広さ。
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また同業界では、レッドミート諮問委員会

（Red Meat Advisory Council）が中心と

なり、17年に発足した「豪州牛肉持続可能

性枠組み」によって、AW向上の一環として、

適切な鎮痛剤の使用や、飼養上の事故と外科

的な除角による牛への負担を削減するため、

無角牛の遺伝子を特定し、系統造成する試み

も進められている。

（３）酪農業界

酪農業界では、デイリー・オーストラリア

（DA）など業界団体により2012年に開始さ

れた「豪州酪農持続可能性枠組み」の中で、

AW向上の目標設定と進捗状況が公表されて

いる（表４）。このうち特に、乳用・育成に

適さない余剰子牛（ボビー子牛）の管理が主

要な課題となっている。DAによると、22年

に全国の乳用子牛の28％がボビー子牛とし

て販売、または安楽死にされている。

これに関し豪州酪農家連盟（A D F：

Australian Dairy Farmers）は、豪州酪農

産業余剰子牛政策タスクフォースを立ち上

げ、22年９月までにボビー子牛の管理に関

する提言を取りまとめている。本提言には、

35年までにすべての乳用子牛を価値あるサ

プライチェーンに組み込むことや、他に選択

肢がない場合を除き、生存可能な子牛を農場

内で安楽死させないという目標が含まれてい

る。本提言を基に同業界は、肉用牛関連団体

と連携しつつ、ボビー子牛に関するロード

マップを24年内に発表する予定としている。

（４）養豚業界

養豚業界団体のAPL（Australian Pork 

Limited）では、AWに関する独自の行動規

範を設定し、妊娠ストール廃止の奨励や

フリーレンジ豚肉の認証基準の設定など、さ

まざまな取り組みを行っている（注２）。

（注２）『畜産の情報』2021年12月号「豪州養豚産業の概要と
近年の取り組み」（ht tps : / /www.a l i c .go . j p / joho -c/
joho05_001871.html）をご参照ください。

（５）肉用鶏/採卵鶏業界

豪州の農業研究開発公社であるアグリ

フューチャーズ（Agri Futures）と豪州鶏肉

AW目標 2018年
（基準年） 19年 20年 21年 22年 23年 30年 

目標
AAWSGの順守

・AAWSGの印刷物を持っている酪農家の割合 47% 77% － － 82% － 100%
・AAWSG順守が持続可能性にとって重要であると考える酪農家の割合 95% 98% － － － － 100%

家畜飼養におけるAW推奨慣行の採用
・断尾を行わない 91% 96% － － － － 100%
・分娩誘発剤を定期的に使用しない 90% 91% 93% － 100% － 100%
・子牛の適切な管理
　－子牛は最低５日齢で販売する 78% 91% － － 93% － 100%
　－子牛に輸送後６時間以内に給餌する 96% 99% － － 94% － 100%
・子牛の除角
　－生後２カ月未満の子牛 63% 72% － － 87% － 100%
　－鎮痛剤の使用（２カ月未満の子牛の場合） － 76% － － 89% － 100%
・酪農家における跛行対策の実施 95% 96% － － 96% 100%
・酪農家における暑熱対策のためのインフラ整備 92% 96% － － 96% － 100%
・すべての酪農家がバイオセキュリティ計画を文書化している 58%（2019） 58% － － 62% － 100%

酪農家は家畜を大切に育てていると考える消費者の割合
58% 74% 76% 72% 71% 74% 90%

薬剤耐性（AMR）対策
登録獣医から抗生物質を入手している酪農家の割合 100% 100% － － 100% － 100%
獣医師の指示の下で抗生物質を使用している酪農家の割合 90% 90% － － － － 100%

表４　豪州酪農持続可能性枠組みにおけるAW目標と進捗状況

資料：DA「2023 Sustainability Report」

https://www.alic.go.jp/joho-c/joho05_001871.html
https://www.alic.go.jp/joho-c/joho05_001871.html
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連盟（Aus t r a l i a n  C h i c k e n Mea t  

Federation）は2024年８月、『豪州鶏肉産

業持続可能性枠組み』を発表し、肉用鶏の

AWに関する（１）栄養（２）物理的環境（３）

健康（４）行動（５）飼養者の経験－の最善

の方法を示している。また22年時点で、市

場全体の92.3％がRSPCAなどのAWに関す

る第三者認証を取得しているが、本枠組みで

30年までに同95％にする目標を掲げてい

る。

また、採卵鶏業界においても、豪州鶏卵協

会（Australian Eggs）による「豪州鶏卵産

業持続可能性枠組み」の中で、ビデオカメラ

による監視と機械学習により、採卵鶏の生産

性とAWを向上させる取り組みなどが行われ

ている。

４　小売・外食業界の動向

（１）小売業界

豪州の小売業界は寡占化が進展しており、

ウールワース、コールスで全体の65％の市

場シェア（占有率）を有している（図７）。

両社は、英国に拠点を置く独立系の投資専門

グループによって運営される、世界の小売・

食品の大手企業150社を対象としたAWのベ

ンチマーク評価指標である「BBFAW：

Business Benchmark on Farm Animal 

Welfare」で評価されている。本指標では、

取り扱う家畜の（１）過密飼育（２）遺伝子

組み換え技術やクローン動物の活用（３）抗

生物質や成長促進剤の使用、家畜の体の一部

の切断（４）と畜時の気絶処理（５）長距離

の生体輸送－などの分野により、６段階で評

価される。階層１がAWについて業界を主導

する立場として最も高い評価となっており、

階層６はいかなるAWの実践や方針の表明も

行われていない企業と評価される。23年の

報告では、ウールワースが階層４（AW順守

率27 ～ 43％）、コールスは階層５（同11

～ 26％）に位置している（表５）。

階層 １ ２ ３ ４ ５ ６

内容

農場のAWに関
してリーダー
シップを発揮
している。

農場のAWをビ
ジネス戦略上
不可欠と位置
づけている。

農場のAWに対する確立され
たアプローチを持っている
が、効果的な実行のために
はさらなる取り組みが必要。

農場のAWに関
する政策等の
実装が進展し
ている。

農場のAWをビジネス上
の課題と認識しているが、
効果的に管理していると
いう証拠が限られている。

農場のAWをビジネス上の問題
として認識しているという証拠
をほとんど提供していない。

AW順守率 80％以上 62 ～ 80％ 44 ～ 61％ 27 ～ 43％ 11 ～ 26％ 11％未満
対象企業数

（世界全150社） 0 3 6 18 65 58

対象企業のうち
日本と豪州の

企業
－ － － ウールワース コールス

イオン・グループ
マルハニチロ

明治ホールディングス
日本ハム

セブン&アイホールディングス

表５　AWへの取り組みに関する企業別階層ランキング

資料：The Business Benchmark on Farm Animal Welfare（BBFAW）「2023 Report」

ウールワース

37%

コールス

28%

アルディ

10%

IGA

7%

その他

18%

図７　小売業界の市場シェア（2022/23年度）

資料：Statista「Grocery retailer market share Australia FY 2023」
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BBFAWでは、両社をAWに関する世界的

なリーディングカンパニーとは言い難い評価

としているが、両社のAWに関する特徴的な

取り組みは、以下の通りである。

ア　ウールワース

同グループでは、畜産農場における飼育から

輸送、と畜に至るサプライチェーン全体の家畜

のAW向上に向け、「ウールワースグループ持続

可能性計画2025」により、2025年までに達

成すべきAWの具体的な目標を設定している。

すでに15年に自社ブランドのケージ卵の販売を

禁止しているが、本計画により、25年までに

自社ブランド製品の原料をケージフリー卵のみ

とし、同時に同社が販売するサプライヤーブラ

ンドの鶏卵をすべてケージフリーにすることを

宣言している。また23年以降、RSPCAが提供

しているAW農場認定制度の基準を満たした成

長の遅い鶏種の鶏肉も販売している。AW対応

に関する進捗状況をAWパフォーマンス報告で

毎年公表している（表６）ほか、食肉加工施設

におけるAW基準の順守する認証制度

（AAWCS：Australian Livestock Processing 

Industry Animal Welfare Certification 

System）に準拠した独自のAW訓練プログラ

ムにより、従業員の教育を実践している。

イ　コールス

2014年に策定されたコールス農場プログ

ラムは、ケージフリー（平飼い・フリーレン

ジ）卵や成長ホルモン剤を使用しない牧草肥

育牛（GRAZEプログラム）などに関する農

家におけるAWの自主基準の順守と、第三者

機関による監査を受けるもので、コールスグ

ループで販売される畜産物の標準的な基準と

して採用されている。

同グループは、フリーレンジのRSPCA認

定鶏肉を18年から販売している。また、同社

向けの養鶏は、１日８時間以上、屋外へのア

クセスが可能な農場で飼養される一方、厳格

なバイオセキュリティ対策により、抗生物質

を一切使用していないとしている。13年に自

社ブランドの鶏卵はすでにケージフリー卵と

なっているが、ウールワース同様、25年まで

に自社ブランド製品の原料と、同社が販売す

るサプライヤーブランドの鶏卵を、すべて

ケージフリーにすることを宣言している。

（２）外食業界

代表的な外食業者であるマクドナルド・

オーストラリアでは、第三者機関による監査

を受けた独自のAW指導原則を設けており、

2017年からケージフリー卵を使用している

ほか、21年からRSPCA認定の鶏肉を使用

畜種等 指標 達成率

農場

乳牛 年間120日、1日6時間以上牧草地にアクセスできる乳牛の割合 95.0%
豚 雌豚の分娩ストール不使用の割合 2.3%
豚 断尾していない豚の割合 8.0%
豚 歯切りをしていない豚の割合 90.6%
肉用鶏 低密度（30kg/㎡以下）で飼養している肉用鶏の割合 18.0%
肉用鶏 くちばしのトリミングをしていない肉用鶏の割合 100.0%
採卵鶏 ケージフリー採卵鶏の飼養割合（鶏卵・製品原料） 72.0%

輸送 家畜 8時間以内に輸送される家畜の割合 99.9%
家きん 4時間以内に輸送される家きんの割合 99.8%

と畜場 家畜 と畜前にスタニングなどによる気絶処理を行う家畜の割合 98.0%

表６　ウールワースグループのAW進捗状況（2022/23年度）

資料：ウールワースグループAWパフォーマンス報告から抜粋
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している。ファストフード業界でも、全量

RSPCA認定の鶏肉やフリーレンジ卵を使用

している企業が多くあるほか、スターバック

スでは25年までにRSPCA認定の鶏肉と、

ソースなどを含めた卵を用いた食材をすべて

フリーレンジ卵に移行することを宣言するな

ど、RSPCA認定などの畜産物は、外食業界

で用いられる食材の標準になりつつある。

コラム　小売商品のＡＷ表示

　小売店で販売される畜産物には、前述のRSPCAのほか、食肉業界団体や米国の認証団体

による認証ラベルの表示が見られる。実際のラベル表示例（コラム－表）とともに、それぞ

れのラベルの内容を紹介したい。

対象畜産物 認証ラベル　 認証団体 ブランド/取扱企業 商品写真

鶏肉
鶏肉加工品

鶏肉全般
ウールワース

コールス
アルディなど

鶏卵
ローデ・フリーレンジエッグ

（ウールワース）
卵探す

豚肉
フリーレンジ豚ひき肉

（コールス)

牛肉
AMIC
（豪州）

オーストラリアンミート
グループ社

サザン・グレインフェッド
（ハリス・ファーム）

鶏肉
鶏卵

Free Range Egg
and Poultry
Australia
(FREPA)
（豪州）

リリーデール社
フリーレンジ鶏肉

コールス
アルディ

鶏肉
豚肉
牛肉
羊肉

Humane Farm
Animal Care

(HFAC)
（米国）

ケープ・グリム・タスマニア
（ハリス・ファーム）

鶏肉
豚肉
牛肉
羊肉

Global Animal
Partnership

（GAP)
（米国）

クレバーズ・オーガニック
（ハリス・ファーム）

・家畜飼養管理エリアで、閉じ込めるケージや木
枠がなく、動き回れて自然な行動ができる環境
など、100を超えるAW基準を満たす必要。

RSPCA
（豪州）

主な認証基準等

・家畜のストレスを最小限に抑えられるよう設計
された食肉処理施設である必要。

・負傷した家畜などを特定し、人道的に治療や殺
処分を行う必要。

・すべての家畜が人道的な手順でと畜される必
要。

・整備された環境下の屋外エリアに定期的にア
クセスできる。

・鶏を捕食動物から保護するための手順とインフ
ラ整備が必要。

・家きんの輸送に関する法令を順守する必要。

・家畜が日陰のある屋外にアクセスでき、悪天候
や外敵から保護されることが必要。

・乾燥した敷料と横たわれるスペースを確保する
必要。

・抗生物質やホルモン剤を含まない、栄養価の
高い飼料と新鮮な飲料水を常に摂取できること。

・飼育密度は換気タイプに応じて28〜34kg/㎡
（約10～12羽）。

・ふ化後7日以降、1,000羽当たり2.7メートルの止
まり木が必要。

・フリーレンジは、終日屋外へのアクセスが可
能。屋外エリアは、1,000羽当たり12㎡の日陰エ
リアが必要。

・1ha当たり最大2,500羽。

・屋外エリアは、アクセスしやすく、植物を配置し
て1,000羽当たり最低25㎡の日陰エリアを設ける
必要。

・小屋、分娩ストールの使用禁止。

・屋内の豚が横たわるスペースには、生体重に
応じた面積要件を設定（例：母豚の生体重250kg
までの場合、1.9㎡）。

・深さ200mmまでの敷料と、分娩前に巣材を設け
る必要。

コラムー表　小売製品における主なAW表示

資料：�各認証団体のウェブサイトなどを基に筆者作成
　注：商品写真は小売店のオンラインショッピングサイトからの引用またはシドニー市内の小売店で撮影。
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１　RSPCA認証プログラム

　大小の小売店、飲食店の鶏肉、鶏卵、豚肉、七面鳥肉のほか養殖サーモンの商品やメニュー

などで、認証ラベルが多く見られる。特に鶏肉製品は最も広範に展開しており、37業態が

同認証製品を扱っている（コラム－図１）。認証ラベルの利用ライセンス料は、ラベルを使

用する製品の出荷量に応じて計算される。

２　豪州食肉産業協議会認証プログラム

　豪州食肉産業協議会（AMIC）が業界団体と連携し、食肉加工施設におけるAW基準を順

守する認証制度であるAAWCSを策定・運用している。牛肉および羊肉の加工業者を対象に

認定されるが、現在、豪州の牛肉・羊肉加工業者の65％が認証を取得し、生産される牛肉・

羊肉の約80％をカバーしている。

３　フリーレンジ鶏卵肉（FREPA：Free Range Egg and Poultry Australia Ltd）認証プログラム

　鶏卵および鶏肉における非営利のフリーレンジ認証に関する会員制組織であり、基準を満

たす肉用鶏および採卵鶏農家と鶏卵肉加工施設を対象とした認証制度を運営している。第三

者機関による定期的な監査により、AWにおける（１）栄養（２）環境（３）健康（４）行

動－などについて評価される。

４　HFAC（Humane Farm Animal Care）認証プログラム

　米国の国際的な非営利認証組織における農場のAW認証プログラムであり、米国や豪州の

ほか、アルゼンチン、バハマ、ブラジル、カナダ、チリなど、世界25カ国で認証事業と関

連製品を展開している。

Free Range Chicken

コラムー図1　RSPCA認定鶏肉製品を扱う小売・外食の37業態

資料：RSPCAのウェブサイトを基に筆者作成
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前項までのように、畜産物のサプライ

チェーンにおけるAWの取り組みを踏まえ、

消費者はどのようにAWを認知しているの

か、豪州人1029人を対象に2023年に実施

された豪モナシュ大学や関連シンクタンクに

よる消費者動向調査の結果を紹介する。

本調査結果によると、産業動物である牛や

豚は、回答者の約８割が知覚力を持っている

と認識しているが（図８）、豪州人の約９割

はすべての知覚力のある動物に適切なAWが

提供されることを法律で義務付けるべきと回

答している。また、回答者の86.5％は、す

べての知覚力のある動物に適切なAWが提供

されることを法律によって義務付けるべきと

回答している（図９）。これは、AWに関して、

連邦政府や州政府などが豪州人の期待に十分

応えられていないことを示唆している。

　本プログラムによる認証農場の畜産物を取り扱う小売・外食企業数は、2024年時９月点

で326社登録されており、世界中のどの店舗で認証製品が購入可能か検索することができる。

５　GAP（Global Animal Partnership）認証プログラム

　北米最大の非営利認証組織によるAW認証プログラムであり、認証農場は世界11カ国、

2500品目以上が販売されている。段階的なラベルプログラムがあり、ラベルに表示された数

字が大きいほど、家畜にとって望ましいAW環境で飼養されたことを示している（コラム－図２）。

５　消費者の認知

レベル①
基本認証

・閉じ込める檻が
なく、自由に動き
回れる環境。

・動物由来の飼料
を含まない給餌。

レベル②
豊かな環境

・①をカバーし、さ
らに広い飼養ス
ペースを確保。

・鶏の止まり木や
敷料、カウブラシ
などの設備。

レベル③
屋外のアクセス

・家畜が屋外、屋
内のアクセスを選
べる。

・屋外の日陰の確
保。

・豚用の泥浴び場
などの環境整備。

レベル④
牧草飼育

・１年中牧草地で
の飼育。

・毎日屋外へのア
クセスが可能。

・農家は持続的な
環境管理（植林
等）を行う。

レベル⑤
動物ケアの徹底

・④をカバーし、外
科的処置（去勢、
断尾など）を行わ
ない。

レベル⑤＋
生処一貫

・⑤をカバーし、と
畜も農場内で行う
など、生涯を農場
で過ごす。

コラムー図２　GAP認証プログラムにおけるAW認証区分

資料：Global Animal Partnershipのウェブサイトを基に筆者作成
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豪州人のAW関連組織への信頼に関する調

査では、RSPCAやAWの研究者への信頼が

高く、一方で政党や小売・食品製造業、商業

目的で動物を使用する産業などへの信頼が低

いという結果となっている（図10）。これは

AWに関する政策決定において、どのような

組織が最も発言権を持ち、影響力を及ぼすべ

きかという豪州人の考えを反映したものと

なっている。また、AW政策に影響を与える

要因として、動物への影響や科学的知識と根

拠を挙げる豪州人が多かった（図11）。

これらの結果を踏まえ、連邦政府は社会の

期待に応えるために、信頼されている

RSPCAなどの関係機関と連携し、科学的根

拠に基づいて、AW政策を更新すべきと結論

付けている。
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猫
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鳥

羊

豚

トカゲ

カエル

タコ

魚

ロブスター

昆虫

同意しない同意する
どちらとも言えない

分からない

5% 2% 3%

10% 4% 4%

10%

11%

10%

4%

4%

4%

5%

5%

6%

図８　知覚力を持っていると認識されている動物

資料：The 2023 Australian Animal Welfare Survey

同同意意すするる

8866..55%%

どちらでもない

7.9%

同意しない

4.2%

わからない

1.4%

図９　AWは政府の法律により保護されるべき

資料：The 2023 Australian Animal Welfare Survey



畜 産 の 情 報 　 2024. 11 107

31%

69%

28%

12%

69%

30%

12%

21%

42%

20%

39%

24%

21%

40%

25%

29%

24%

9%

30%

60%

7%

25%

59%

47%

3%

2%

3%

4%

2%

4%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政府組織

（例：DAFF）

動物福祉団体

（例：RSPCA）

一般市民

政党

AWの研究者

（例：大学教員、獣医など）

消費者保護団体

小売業および食品製造業

商業目的で動物を使用する産業

（例：動物園、ブリーダーなど）

ある程度信頼する 信頼しない 分からない信頼する

図10　AWに関する関連組織への信頼

資料：The 2023 Australian Animal Welfare Survey

80%

66%

16%

12%

12%

12%

13%

24%

51%

41%

40%

31%

7%

10%

33%

47%

47%

57%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

動物への影響

科学的知識と根拠

地域社会の態度と期待

規制当局への影響

（例：政策執行に必要な予算）

消費者への影響

（例：製品価格）

産業/企業への影響

（例：政策順守のための予算）

やや重要 全く重要でない

図11　AW政策に影響を与える要因

資料：The 2023 Australian Animal Welfare Survey
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今回の調査では、豪州連邦政府の規則やガ

イドライン、RSPCAによる認証制度などに

基づき、家畜の生産から加工・流通、小売段

階に至るまで、畜産物のサプライチェーン全

体でAWに配慮した取り組みが行われている

ことがわかった。また、RSPCAやAW研究

者が発信する情報の信頼性も手伝って、消費

者もAWの重要性を理解し、法律によって保

護されるべきとする意見が多く見られた。

一方でRSPCAによると、養豚業界では妊

娠ストールの廃止が最も大きな課題としてお

り、今後作成が予定されているAAWSGの内

容にどのように反映されるのか、注目される。

また、家きんのAAWSGによって2036年

までに採卵鶏におけるバタリーケージを段階

的に廃止することに関しては、現時点で連邦

政府による具体的な支援パッケージやスケ

ジュールなどが示されていない。一部の採卵

鶏農家からは、連邦政府が適切な支援パッ

ケージを提供しない場合、集団訴訟に踏み切

ると言った声も聞かれる。農家の再生産可能

なAW導入が、いかにして連邦政府の政策と

各業界の取り組みにより担保されていくの

か、引き続き今後の動向を注視する必要があ

る。

（赤松　大暢、渡部　卓人（JETROシドニー））

６　おわりに


